
公的年金制度の課題と今後の展望
――税制と社会保障の一体化へ――

日
本
の
高
齢
化
と
社
会
保
障
改
革
の
現
状

国
家
財
政
が
厳
し
い
状
況

下
、「
消
え
た
年
金
問
題
」
に

端
を
発
し
た
公
的
年
金
制
度
へ

の
不
信
感
が
根
強
く
残
る
中

で
、
持
続
可
能
な
社
会
保
障
制

度
を
ど
の
よ
う
に
構
築
し
て
い

く
か
が
問
わ
れ
て
い
る
。

現
行
の
公
的
年
金
制
度
の
最

大
の
問
題
は
大
き
な
世
代
間
格

差
が
生
じ
て
い
る
こ
と
に
あ

り
、
そ
の
原
因
は
現
役
世
代
が

年
金
支
給
を
支
え
て
い
る
賦
課

方
式
に
あ
る
。

日
本
は
す
で
に
２
０
０
７
年

に
「
超
高
齢
社
会
」
に
突
入
し

て
少
子
化
に
も
歯
止
め
が
か
か

ら
ず
、
今
後
は
総
人
口
の
減
少

と
人
口
構
成
の
高
齢
化
と
い
う

二
重
の
問
題
を
抱
え
る
。

日
本
の
公
的
年
金
制
度
の
給

付
の
原
資
と
な
る
保
険
料
収
入

は
３３
・
７
兆
円
で
、
５２
・
２
兆

円
に
上
る
給
付
費
の
６５
％
弱
し

か
な
い
。
し
か
も
団
塊
世
代
が

６５
歳
を
迎
え
て
給
付
費
は
一
挙

に
増
大
す
る
の
に
、
国
民
年
金

の
保
険
料
納
付
率
は
低
迷
し
、

デ
フ
レ
の
長
期
化
や
非
正
規
労

働
者
の
増
加
で
厚
生
年
金
の
保

険
料
収
入
も
伸
び
悩
ん
で
い

る
。
年
金
に
介
護
、
福
祉
費
、

医
療
費
な
ど
を
加
え
た
社
会
保

障
給
付
費
は
年
々
増
加
を
続

け
、
社
会
保
障
財
政
が
非
常
に

厳
し
い
状
況
に
あ
る
。

「
社
会
保
障
制
度
の
抜
本
改

革
」
は
喫
緊
の
課
題
と
言
わ
れ

な
が
ら
常
に
先
送
り
さ
れ
て
き

て
い
る
。
よ
う
や
く
２
０
１
２

年
８
月
、
社
会
保
障
の
充
実
・

安
定
化
と
そ
の
た
め
の
安
定
財

源
確
保
と
財
政
健
全
化
の
同
時

達
成
を
め
ざ
す
「
社
会
保
障
と

税
の
一
体
改
革
関
連
８
法
」
が

成
立
し
、
経
済
状
況
の
好
転
と

い
う
条
件
付
き
で
消
費
税
の
税

率
引
き
上
げ
が
決
定
し
た
。
そ

の
後
、
有
識
者
ら
に
よ
る
「
社

会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
」

は
「
公

的

年

金
」「
医

療
」「
介

護
」「
少
子
化
対
策
」
の
４
分
野

で

議

論

を

重

ね
、「
公

的

年

金
」
の
分
野
で
は
、
マ
ク
ロ
経

済
ス
ラ
イ
ド
の
デ
フ
レ
下
で
の

発
動
、
年
金
支
給
開
始
年
齢
の

引
き
上
げ
、
国
民
年
金
の
第
３

号
被
保
険
者
制
度
の
見
直
し
、

パ
ー
ト
労
働
者
へ
の
社
会
保
険

の
適
用
拡
大
、
標
準
報
酬
上
限

額
の
見
直
し
な
ど
が
検
討
さ
れ

た
。と

こ
ろ
が
具
体
的
な
議
論
は

ほ
と
ん
ど
進
ま
ず
、
２
０
１
３

年
８
月
５
日
に
公
表
さ
れ
た
報

告
書
に
、「
受
益
は
高
齢
者
世

代
、
負
担
は
現
役
世
代
が
中

心
」
と
い
う
現
状
を
改
め
て

「
全
世
代
型
」
に
転
換
す
る
方

針
が
示
さ
れ
た
に
と
ど
ま
る
。

今
後
は
負
担
の
あ
り
方
を
「
年

齢
別
」
か
ら
「
負
担
能
力
別
」

に
切
り
替
え
、
高
齢
者
に
も
応

分
の
負
担
を
求
め
、
所
得
の
低

い
人
の
負
担
を
軽
く
す
る
必
要

性
が
示
さ
れ
た
。

積
立
方
式
で
世
代
間
格
差
を
解
消
へ

公
的
年
金
の
財
政
に
お
い
て

少
な
く
と
も
５
年
に
１
度
の
財

政
検
証
が
行
わ
れ
る
が
、
厚
生

労
働
省
の
想
定
値
が
楽
観
的
過

ぎ
る
と
い
う
指
摘
が
あ
り
、
年

金
積
立
金
は
わ
ず
か
５
年
で
３６

兆
円
も
減
少
し
た
。
仮
に
こ
の

ペ
ー
ス
で
減
る
と
、
２
０
１
１

年
度
の
積
立
金
残
高
約
１
１
３

兆
円
は
１６
年
後
に
枯
渇
す
る
こ

と
に
な
っ
て
し
ま
う
。

日
本
の
社
会
保
障
制
度
で
は

高
齢
者
は
社
会
的
弱
者
で
あ

り
、
年
金
で
養
う
べ
き
存
在
だ

と
決
め
つ
け
て
い
る
と
い
う
考

え
も
あ
る
が
、
本
当
に
そ
う
だ

ろ
う
か
。
た
と
え
ば
、『
家
計

調
査
報
告
』（
平
成
２４
年
平
均

結
果
速
報

総
務
省
）
に
よ
る

と
、
高
齢
者
世
帯
（＝

勤
労
者

以
外
の
世
帯
）
の
貯
蓄
額
は

２
１
１
５
万
円
で
、
現
役
世
帯

（＝

勤
労
者
世
帯
）
の
貯
蓄
額

の
１
２
３
３
万
円
よ
り
８
８
２

万
円
も
多
く
な
っ
て
い
る
。
逆

に
負
債
は
高
齢
者
世
帯
が
２
２

６
万
円
、
現
役
世
帯
が
６
９
５

万
円
で
、
４
６
９
万
円
も
少
な

い
と
い
う
結
果
と
な
る
。
こ
れ

ら
の
数
字
を
見
る
限
り
で
は
高

齢
者
は
必
ず
し
も
社
会
的
弱
者

で
あ
る
と
は
言
い
づ
ら
い
だ
ろ

う
。高

齢
者
は
資
産
格
差
も
所
得

格
差
も
大
き
い
傾
向
が
あ
る
の

で
、
一
定
の
資
産
や
所
得
が
あ

る
高
齢
者
に
は
応
分
の
負
担
増

と
給
付
減
を
求
め
る
政
策
が
求

め
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
た
め
に

は
、
雇
用
機
会
の
確
保
、
低
所

得
世
帯
へ
の
き
め
細
か
な
配
慮

と
と
も
に
、
自
立
し
た
高
齢
者

が
元
気
に
働
け
る
仕
組
み
を
構

築
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
は
、

６５
歳
ま
で
の
雇
用
確
保
措
置
の

段
階
的
な
義
務
化
と
い
う
方
向

で
拡
充
さ
れ
て
き
た
。
２
０
１

３
年
４
月
か
ら
改
正
高
年
齢
者

雇
用
安
定
法
が
施
行
さ
れ
、
継

続
雇
用
制
度
の
導
入
に
よ
り
、

原
則
と
し
て
６５
歳
ま
で
希
望
者

全
員
を
雇
用
の
対
象
と
す
る
こ

と
と
な
っ
た
。

２０
歳
代
前
半
と
６０
歳
代
前
半

の
失
業
率
は
、
全
体
の
失
業
率

に
比
べ
て
高
く
、
同
水
準
で
推

移
し
て
き
た
が
、
２
０
０
０
年

頃
か
ら
両
者
が
乖
離
し
始
め
、

６０
歳
代
前
半
の
失
業
率
が
低
下

し
た
も
の
の
、
２０
歳
代
前
半
の

失
業
率
は
高
い
水
準
に
と
ど
ま

っ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
は
高
齢

者
の
雇
用
促
進
政
策
が
若
者
の

失
業
率
の
上
昇
の
一
因
と
な
っ

た
こ
と
は
否
め
な
い
。

２
０
１
３
年
に
お
け
る
こ
の

改
正
は
、
厚
生
年
金
の
支
給
開

始
年
齢
の
引
き
上
げ
を
視
野
に

入
れ
た
も
の
だ
が
、
結
果
的
に

は
高
齢
者
が
若
者
の
職
場
を
奪

う
形
で
、
現
役
世
代
の
負
担
を

増
加
さ
せ
た
と
考
え
る
こ
と
も

で
き
る
。
高
齢
者
に
押
し
出
さ

れ
る
形
で
、
就
業
機
会
ば
か
り

か
職
業
能
力
を
高
め
る
機
会
も

失
っ
た
若
者
は
、
将
来
も
所
得

水
準
が
低
下
す
る
可
能
性
が
あ

り
、
そ
れ
は
年
金
保
険
料
収
入

の
低
下
を
意
味
す
る
だ
ろ
う
。

積
立
方
式
へ
の
移
行
の
可
能
性
を
探
る

現
行
の
公
的
年
金
制
度
は
、

現
役
世
代
が
高
齢
者
の
年
金
給

付
を
負
担
す
る
世
代
間
扶
養
と

な
っ
て
い
る
。
こ
れ
を
「
賦
課

方
式
」
と
呼
び
、
自
分
の
親
の

扶
養
と
い
う
経
済
的
な
負
担
を

１
人
で
は
な
く
、
社
会
全
体
で

担
う
こ
と
で
個
人
の
負
担
が
軽

減
さ
れ
て
い
る
と
い
う
側
面
が

あ
る
。

し
か
し
世
界
最
速
で
少
子
高

齢
化
が
進
ん
だ
日
本
で
は
、
す

で
に
現
在
の
高
齢
者
が
受
け
取

る
年
金
の
原
資
は
現
役
世
代
が

支
払
う
保
険
料
収
入
だ
け
は
足

り
ず
、
毎
年
多
額
の
税
金
を
注

ぎ
込
み
、
そ
れ
で
も
不
足
す
る

分
は
年
金
積
立
金
を
取
り
崩
し

て
い
る
。
少
子
高
齢
化
対
策
は

重
要
だ
が
、
仮
に
成
功
し
て
も

効
果
が
出
る
の
は
数
十
年
先
の

こ
と
だ
。
こ
の
よ
う
に
考
え
て

く
る
と
、
一
刻
も
早
く
賦
課
方

式
の
年
金
制
度
を
見
直
す
必
要

が
あ
る
だ
ろ
う
。

そ
の
見
直
し
策
と
し
て
積
立

方
式
へ
の
移
行
が
有
用
と
考
え

ら
れ
る
。
積
立
方
式
と
は
、
若

い
頃
か
ら
支
払
っ
た
保
険
料
が

積
み
立
て
ら
れ
、
そ
の
積
立
金

や
利
息
等
を
原
資
に
老
後
の
年

金
が
も
ら
え
る
仕
組
み
で
あ

る
。
自
分
の
た
め
に
保
険
料
を

納
め
て
い
る
と
い
う
意
識
が
強

く
な
り
、
若
年
世
代
の
疑
問
や

不
満
を
解
消
す
る
効
果
が
期
待

で
き
る
た
め
、
安
定
的
な
制
度

運
用
が
可
能
と
な
る
だ
ろ
う
。

年
金
制
度
を
賦
課
方
式
か
ら

積
立
方
式
に
移
行
す
る
場
合
、

現
役
世
代
は
自
身
の
老
後
の
た

め
に
積
立
を
始
め
る
一
方
で
、

す
で
に
年
金
を
受
給
し
て
い
る

高
齢
者
に
も
引
き
続
き
年
金
を

支
給
し
続
け
な
け
れ
ば
な
ら

ず
、
現
役
世
代
は
二
重
の
保
険

料
負
担
を
背
負
い
込
む
と
い
う

問
題
点
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

こ
こ
が
誤
解
さ
れ
や
す
い
点

で
も
あ
る
が
、
積
立
方
式
へ
の

移
行
は
、
賦
課
方
式
で
蓄
積
さ

れ
た
年
金
債
務
を
処
理
し
つ

つ
、
新
た
な
積
立
方
式
の
年
金

制
度
の
構
築
を
両
立
さ
せ
、
年

金
制
度
の
継
続
を
図
っ
て
い
く

と
い
う
も
の
で
あ
る
。

鈴
木
亘
学
習
院
大
学
教
授
が

論
じ
ら
れ
て
い
る
が
、
国
鉄
清

算
事
業
団
の
よ
う
に
、
現
在
の

年
金
給
付
に
対
す
る
債
務
（
約

７
５
０
兆
円
）
を
別
会
計
に
し

て
、
税
金
等
で
長
期
に
償
還
し

て
い
き
、
今
後
の
年
金
の
保
険

料
は
積
立
方
式
の
年
金
給
付
の

財
源
に
し
て
い
く
方
法
で
あ

る
。
こ
の
方
法
に
よ
っ
て
、
税

金
等
で
債
務
処
理
す
る
こ
と
に

な
れ
ば
、
年
金
受
給
世
代
も
一

部
を
負
担
す
る
こ
と
に
な
る
。

鈴
木
氏
の
試
算
に
よ
る
と
、

１０
％
の
新
型
相
続
税
を
３５
年
間

続

け
、
追

加

所

得

税

率

を

１
０
０
年
間
１
・
９３
％
に
設
定

す
れ
ば
債
務
処
理
は
終
了
す
る

と
い
う
も
の
で
あ
る
。

低
所
得
層
へ
の
配
慮
は
必
要

だ
が
、
高
所
得
の
高
齢
者
へ
の

年
金
課
税
や
相
続
税
、
贈
与

税
、
所
得
税
の
強
化
等
に
よ
っ

て
年
金
債
務
の
償
還
原
資
と
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

積
立
方
式
に
ス
ム
ー
ズ
に
移

行
す
る
た
め
に
は
、
若
者
世
代

の
意
識
改
革
と
経
済
再
生
が
欠

か
せ
な
い
が
、
コ
ス
ト
削
減
や

効
率
化
の
観
点
か
ら
、
税
と
社

会
保
険
料
を
一
元
徴
収
す
る

「
歳
入
庁
」
設
立
も
視
野
に
入

れ
て
お
き
た
い
。
民
主
党
政
権

下
の
構
想
で
は
ま
ず
日
本
年
金

機
構
が
担
う
国
民
年
金
保
険
料

の
強
制
徴
収
業
務
を
国
税
庁
に

移
管
し
、
次
の
段
階
で
徴
収
業

務
を
統
合
し
た
新
組
織
（
歳
入

庁
）
を
設
立
す
る
と
い
う
も
の

で
、
将
来
的
に
は
社
会
保
障
給

付
ま
で
行
う
「
歳
入
・
給
付

庁
」
へ
の
衣
替
え
も
検
討
さ
れ

て
い
た
。

自
民
党
政
権
下
で
の
先
行
き

は
不
透
明
だ
が
、
社
会
保
険
料

の
徴
収
は
制
度
の
維
持
に
欠
か

せ
な
い
基
本
業
務
で
あ
る
。
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
導
入
と
合
わ
せ

て
、
歳
入
庁
の
設
置
は
今
後
の

年
金
制
度
に
資
す
る
と
と
も

に
、
積
立
方
式
へ
の
移
行
に
と

っ
て
も
重
要
な
フ
ァ
ク
タ
ー
の

ひ
と
つ
と
な
る
。

高
齢
化
が
進
む
先
進
諸
国
の

大
部
分
が
賦
課
方
式
を
採
用
し

て
い
る
が
、
年
金
給
付
の
大
半

を
次
世
代
の
保
険
料
に
依
存
す

る
た
め
、
高
齢
化
に
よ
る
年
金

受
給
者
の
増
大
、
少
子
化
に
伴

う
生
産
年
齢
の
減
少
と
い
っ
た

人
口
変
動
リ
ス
ク
に
対
し
て
脆

弱
だ
。

積
立
方
式
は
、
自
分
の
納
め

た
保
険
料
が
運
用
収
益
を
加
え

て
戻
っ
て
く
る
た
め
、
個
人
の

負
担
と
給
付
の
結
び
つ
き
が
明

確
に
な
る
。
受
給
開
始
後
の
イ

ン
フ
レ
に
対
す
る
柔
軟
性
に
欠

け
る
面
は
あ
る
も
の
の
、
少
子

高
齢
化
に
歯
止
め
が
か
か
り
に

く
い
現
状
で
、
世
代
間
格
差
を

助
長
し
続
け
る
賦
課
方
式
を
こ

の
ま
ま
継
続
す
る
リ
ス
ク
の
方

が
大
き
い
と
言
え
る
だ
ろ
う
。

長
年
に
わ
た
っ
て
公
的
年
金

制
度
に
蓄
積
さ
れ
て
き
た
「
世

代
間
格
差
」
の
解
消
策
と
し
て

「
積
立
方
式
へ
の
移
行
」
と
い

う
選
択
肢
は
、
検
討
に
値
す
る

で
あ
ろ
う
。
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